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年度27

27 年度

- 年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：支出額
Ｙ：アウトプット実績

単位当たり
コスト 円/現場 160,726 129,025 142,105 121,678

計算式 X / Y 43,235,247/269 30,450,000/236 29,700,000/209 24,944,020/205

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

77 71 58 65 87

65 53

執行率（％） 87% 92% 91%

足場の設置が困難な屋根
上での作業に関する墜落対
策実演研修会の実施の結
果、参加者の事業場におい
てハーネス型安全帯を導入
し、又は導入を計画してい
る割合を６０％以上とする。

ハーネス型安全帯を導入
し、又は導入を計画してい
る事業場の割合

成果実績 ％ － 85

目標値 ％ －

平成２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し －

計

60 60 60

達成度 ％ －

58

主要政策・施策

205

269 236 209

－ － － －

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

労働者災害補償保険法第29条第1項第3号
労働安全衛生法第106条第1項

関係する計画、
通知等

第１２次労働災害防止計画

実施方法

－

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

－

－

67

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 71

社会保障

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

墜落・転落による労働災害は、死亡災害、死傷災害（休業４日以上）ともにその2割を占め、年間の被災者数は2万人にも達する。その災害の重篤度や被災
者の多さから、安全対策が強く求められている状況。特に、建設業においては墜落・転落によるものが死亡災害の約4割を占める状況が続いており、労働
安全衛生法令による最低基準の遵守徹底とともに、手すり先行工法等の「より安全な措置」を講じた足場の普及や、足場の設置が困難な高所作業におけ
る墜落防止対策の普及を推進していく必要がある。

前年度から繰越し － －

事業番号

           墜落・転落災害等防止対策推進事業 担当部局庁 　　　　　　　　労働基準局安全衛生部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室                        安全課 　　   田中　敏章

事業名

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ－２－１　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安
心して働くことができる職場づくりを推進すること

主要経費

27年度

－

－

％ 116.3％ 115％

205

「今後、自らの施工現場で
手すり先行工法等を採用す
る」と回答する者の割合

250

年間で205現場（※）以上で、建設業における手すり先行
工法等の普及・定着のための現場に対する指導・支援を
行う。
（※実績　H25年：236現場、H26年度：209現場）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

改善措置を講じた事業場の
割合

27年度活動見込

141.7％ 151.7％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

％ 93

25年度 26年度

-

26年度

25年度

80

94

－ －

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

【墜落・転落災害等防止対策推進事業(建設業)】
　①手すり先行工法等の普及・定着のための現場指導業務を実施する。　②（平成27年度）改正労働安全衛生規則等に関する説明会を開催する。
【足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策普及事業】
　①足場の設置が困難な屋根上での安全帯取付設備の設置方法など墜落防止対策に関する研修会を開催する。
※　墜落・転落災害等防止対策推進事業(造船業)は25年度で終了

目標最終年度

－ －

65 87

92 -

目標値 ％

－

80 -

24年度 25年度

99成果実績

目標値

118％

統括安全衛生責任者等に
対する研修会実施事業場
において、労働災害防止対
策の見直しを行い具体的な
対策の改善措置を講じた事
業場割合を８０％以上とす
る。

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

件

手すり先行工法等に係る指
導・支援を実施した結果、
有効、有用であったことから
「今後、自らの施工現場で
手すり先行工法等を採用す
る」と回答する者の割合を８
０％以上とする。 達成度 ％

26年度
目標最終年度

205

単位 24年度


